
3.停滞から脱皮するデジタリ晰赦

デジタル フ ァース ト法 (2019)

|オ ンライン化 3原則     |
■①デジタルファースト=デジタルで完結
I②ワンスオンリー =情報の再提出なし,
I③ワンストップ =複数手続の―II I
I行政手続を電子申請に原則統■   I
II行政機関のLANを統合、下元化   |

関連法の一括改正      1

11鐵輻 :

デジタル改革関連 6法 (2021)

ア :

酔 祠 詐 河 斜 新鋤 職 鶴 段
デジタル社会形成基本法
IT政策の理念や基本方針を規定
「IT基本法」は廃止
預貯金□座の登録・管理法
マイナンバーと口座の紐付け
公金受取口座登録法
事前登録の銀行日座に自動振込
デジタル社会形成整備法
書面、対面、押印を48法律で廃上
実印と〔醐徹明のデζ欧ま存続
|口大1静剛果鶏法の=本化
マイナカード機能のスマホ搭載
全府省の行政手続をオンライン化
自治体の情報システム標準化法
自治体システムに国基準を利用
マイナカードの利用拡大
クラウドヘの移行
デジタル重点計画  〔閣議決定〕
準公共分野を5年以内に統合化
教育・医療・防災・介護など
システム仕様・データ形式の統■
官民や業界1司士の連携
企業間のインボイス (税額票)
マイナンバーの細付け

システム改革の取組み

りまとめと

■デジ
=タル庁
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倉1設
~~~~~‐ ・

|
■ 国のシステムの統合 ―イ本化   |
I  予算の計上、各省庁への配分  |
1 自治体共通のデジタル某憚構築  |
■  全国規模のクラウド移行に    1
■ 民間・準公共分野の連携推進    |
■  教育・医療など官民・業界同士  |
■ データ利活用           |
■  25年までに標準様式を整備  :
I ナンバ■制支の企画・立案    |
■  22年までに全国民保有目標  I
サイバーセキュリティー      =
専門チーム設置、NISCと連携 :|

■ 担当グループ分け        |

11 廷 舞

プ

:

1各省庁の通信網を一元化    |
■ 25句支をメド          |
■ 相 手の統合ネットワークヘ    |
|  テレビ会議に使うソフトを統一  :
I  新たな通信網を一元的に調達  I
I   各省庁の音隔L ANを廃止  I
I: 国夕鮎華繍 曳を防く

゛
:商酢帳槍1設  |

行政 デ ジタル化 の基盤

マイナ ンバ ー制度

マイナンバー
1住民基本台帳の住民票番号を変更
粛 全住民 12桁、法人13桁
饉1 税務、社会保障など3分野で側円
ξ 紙製の通知カー中 へ郵送

マイナンバニカー ド
IICチッフ狩きのイ固メヾ番号カード
難1表面は顔写真入り4事項表示
ICチップ内にも4事項

II:: 氏名、住所、生年月日、性別
筆111裏面にマイナンバー (個人番号)
難■個ノ人、識別規格統一、電子調明書に
鮮 : 日割当番号にイ夜存しないイ皿 み準り、
111 カード機能をスマホに搭載

難
=法
令 0こ定める事務手続 3分野

難1鱚釉夢 }

利用範囲の拡大
各種免許、国家資格の一体化ヘ

預貯金口座への付番 (19
住民票の写し請求、結婚・離婚届
特定健診・保健指導、予防接種

Iマ イナポータル
|ネ ット上にイ彫人、向けページ
|:健診結果や難 引計民の確認 (21.10)

マイナンバーの普及促進 lTl
121 「マイナ保隣山 禾J用可能
1 22 電子証明書機能をスマホに
具体的戦略に 開斤動煮計画」
全国民がカード取得

1124 カードと運転免許証¬本化
|    マイキー IDの取得
1 25 自?御本のシステム紡■黎諧訂ヒ
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|IT理ジい去 |(翡こ翅程)

「e― Japan戦 略」策定
5年で世界最先端 IT国家に
電子署名法施行

IT新改革戦略

「自治体クラウドJ推進
公文書管理法施行
世界最先端 IT国家宣言

マイナカードコ寸開始
国家公務員の身分証に

ネット上にマイナポータル開始

デジタルガバーメント実施計画

|デジタルファースト法 |(05)

税・社会保険の電子申告義務化
新型コロナのパンデミック発生
オンライン診療の時限緩和
クラウド調達ι輔満 」度
「電子中熟劃痴費去J(電帳法)
誹 スタート(9)

|デジタル改革関連法 |

デジタル庁発足
「マイナ保険証」運用 (10)
岸国内閣スタート00

「剰喩 十画」策定

電子政府の歩み
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